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(証券コード5464) 
平成24年６月11日 

株 主 各 位 
 

本 店 大 阪 府 河 内 長 野 市 楠 町 東 16 1 5番 地
本社事務所 大阪府大阪市中央区西心斎橋２丁目２番３号

 

モ リ 工 業 株 式 会 社
 

代表取締役社長 森  宏 明
 

第70期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第70期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙

に賛否をご表示いただき、平成24年６月26日（火曜日）午後５時までに到着するようご送

付いただきたくお願い申しあげます。 

敬 具 

記 
 

1. 日 時 平成24年６月27日（水曜日）午前10時 

2. 場 所 大阪府河内長野市楠町東1615番地 

当社本店４階小ホール（末尾の株主総会会場ご案内略図をご参照く

ださい｡) 

3. 目 的 事 項 

 報 告 事 項 1. 第70期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査

役会の連結計算書類監査結果報告の件 

   2. 第70期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計算

書類の内容報告の件 

 決 議 事 項  

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 第２号議案 取締役９名選任の件 

 第３号議案 監査役１名選任の件 

 第４号議案 役員賞与の支給の件 

以 上 
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 ◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申しあげます。 
 ◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.mory.co.jp/）に掲載させていた
だきます。 



― 3 ― 

(添 付 書 類) 
 

第70期 事 業 報 告 
(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及びその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により一時的には悪化

の方向にありましたが、サプライチェーンの復旧等により当年度半ばには通常の状況

に回復いたしました。しかしながら欧州発の金融市場の不安定化や、急激な円高等に

より、年度後半は不安定な状況がみられました。当社グループの主力商品であるステ

ンレスは、主原料であるニッケルの市場価格が前半に上昇する局面はあったものの、

後半には低下し、それに応じて製品価格も中盤から後半にかけて低下していきました。 

 このような状況下におきまして、当連結会計年度における当社グループの売上高は、

405億68百万円（前連結会計年度比1.9％減）となりました。また、収益面におきまし

ては市況軟化の影響により、製品価格の値下がりが原材料価格の値下がりに先行する

傾向にあり、営業利益は27億71百万円（前連結会計年度比31.4％減）、経常利益は27

億93百万円（前連結会計年度比29.8％減）、当期純利益は17億34百万円（前連結会計

年度比25.2％減）となりました。 

 実施事項といたしましては、関西電力株式会社から電力節減の要請を受け、夏場と

冬場に一部の設備を夜間操業へシフトし対応しました。また、持分法適用会社である

タイのオートメタル社からの増資引受要請を受諾し、平成23年12月に持分40％に対応

する約１億円を引受けました。なお、オートメタル社は、首都バンコクの南に立地す

るため、洪水による直接の被害はありません。 

 

 

部門別の状況 

ステンレス管部門では、主力の自動車用が震災直後の落ち込みをカバーできず、配

管用、建築用も市況下落の影響を受けた結果、売上高は187億83百万円（前連結会計

年度比4.1％減）となりました。 

 

ステンレス条鋼部門では、販売価格下落の影響が大きく、売上高は120億39百万円

（前連結会計年度比2.1％減）となりました。 

 

ステンレス加工品部門では、家庭用金物製品は横ばいでしたが、環境対応型給湯器

向け部品が好調を持続しているため、売上高は26億13百万円（前連結会計年度比

1.3％増）を確保することができました。 
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鋼管部門では、震災復興需要の影響で建設仮設材用が大きく伸び、売上高は43億10

百万円（前連結会計年度比2.5％増）となりました。 

 

その他部門では、パイプ切断機は海外用が伸びております。また、通信販売用商品

の販売は堅調に推移しておりますが、自転車の販売はやや低調でした。その結果、売

上高は28億20百万円（前連結会計年度比5.4％増）となりました。 

 

 

部門別売上高 
 

部     門 金     額 構  成  比 前連結会計年度増減率

ス テ ン レ ス 管 18,783
百万円

46.3
％ 

△  4.1
％

ス テ ン レ ス 条 鋼 12,039 29.7
 

△  2.1

ステンレス加工品 2,613 6.4
 

1.3

鋼 管 4,310 10.6
 

2.5

そ の 他 2,820 7.0
 

5.4

合     計 40,568 100.0
 

△  1.9
 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 (2) 設備投資等の状況 

当連結会計年度の設備投資の額は、10億94百万円であります。主なものといたしま

しては、レーザー溶接造管機であります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

当連結会計年度におきまして、コミットメントライン契約に基づき、期中借入を実

行いたしましたが、当連結会計年度末における借入実行残高はありません。 

なお、社債及び借入金の当連結会計年度末残高は、43億６百万円となり、前連結会

計年度末に比べ２億93百万円の減少となっております。 
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 (4) 対処すべき課題 

昨年後半から続いているニッケル価格下落に伴う市況下落の影響はしばらく残ると

みております。しかし、それを過ぎれば市況は安定し、震災復興需要もあって経営環

境は好転するとみております。当社グループの関連では、ステンレス管、ステンレス

条鋼においては、市況が安定するのを見極めたうえで、値戻しを行うことが第一の課

題となります。また、ステンレス管においては、新たに導入したレーザー溶接造管機

を活用して新規のユーザー開拓に努めます。ステンレス加工品では、環境関連分野な

どのこれからの成長市場とかかわるべく技術開発に努めます。海外関連では、当社製

パイプ切断機の海外での知名度アップ、販売拡大に努めます。 

 

 

 (5) 財産及び損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

期別
 
 

区分 

第 67 期 第 68 期 第 69 期 
第 70 期 

(当連結会計年度)
平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで

売 上 高(百万円) 48,309 35,910 41,351 40,568 

経常利益(百万円) 425 1,646 3,982 2,793 

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △   2,994 1,196 2,317 1,734 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

△67円38銭 27円51銭 54円73銭 41円02銭 

総 資 産(百万円) 43,202 41,410 43,078 41,961 

純 資 産(百万円) 20,886 21,850 23,583 24,863 

１ 株 当 た り 
純 資 産 476円10銭 515円68銭 557円82銭 588円20銭 

 
(注) 1. 記載金額はそれぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

また、１株当たり純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行

済株式総数及び期末発行済株式総数については、自己株式数控除後の株式数を用いております。 
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  ② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

期別
 
 

区分 

第 67 期 第 68 期 第 69 期 第70期(当期) 

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで

売 上 高(百万円) 47,932 35,522 40,923 40,160 

経常利益(百万円) 215 1,359 3,765 2,515 

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △   2,584 953 2,332 1,601 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

△58円15銭 21円92銭 55円08銭 37円89銭 

総 資 産(百万円) 40,919 39,797 41,359 40,144 

純 資 産(百万円) 20,447 21,168 22,916 24,061 

１ 株 当 た り 
純 資 産 466円09銭 499円58銭 542円05銭 569円22銭 

 
(注) 1. 記載金額はそれぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

また、１株当たり純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行

済株式総数及び期末発行済株式総数については、自己株式数控除後の株式数を用いております。 

 

 (6) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

該当する事項はありません。 

 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容 
 百万円 ％

モ リ 金 属 株 式 会 社 340 100.0 ステンレス管及びその加工品の製造並
びに鋼管の製造 

    

関東モリ工業株式会社 340 100.0 ステンレス管及びその加工品の製造 
    

 
(注) 1. 当社の連結子会社は上記２社を含め５社であります。当連結会計年度の売上高は405億68百万円(前

連結会計年度比1.9％減）、当期純利益は17億34百万円（前連結会計年度比25.2％減）であります。 

2. 関東モリ工業株式会社は、当社が100％出資しておりますモリ金属株式会社の100％出資の子会社で

あり、関東モリ工業株式会社に対する当社の出資比率は全て間接所有となっております。 
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 (7) 主要な事業内容 

当社グループはステンレス管、ステンレス条鋼、ステンレス加工品、鋼管、機械の

製造・販売を主な事業としております。 
 

 (8) 主要な営業所及び工場 
 

会  社  名 名  称 所  在  地 

 本 店 大阪府河内長野市 

 本 社 事 務 所 大阪市中央区 

 東 京 支 店 東京都中央区 

 名 古 屋 支 店 愛知県刈谷市 

 埼 玉 営 業 所 埼玉県狭山市 

モ リ 工 業 株 式 会 社 新 潟 営 業 所 新潟県三条市 

 岡 山 営 業 所 岡山県倉敷市 

 広 島 営 業 所 広島市東区 

 福 岡 営 業 所 福岡県糟屋郡 

 河 内 長 野 工 場 大阪府河内長野市 

 茨 城 工 場 茨城県常総市 

モ リ 金 属 株 式 会 社 本 店 大阪府堺市美原区 

関 東 モ リ 工 業 株 式 会 社 本 店 埼玉県狭山市 

 

 (9) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
名 名

550 △  11 
  
 
(注) 従業員数には臨時従業員を含んでおりません。 

 

  ② 当社の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 
名 名 歳 年

404 △   4 42.6 21.0 
    
 
(注) 従業員数は就業人員であり、他社への出向者及び臨時従業員を含んでおりません。 
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 (10) 主要な借入先 
 

借   入   先 借   入   額 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,100
百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 900

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 440

株 式 会 社 京 都 銀 行 300

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 203  
 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

2. 会社の株式に関する事項 

 (1) 発行可能株式総数 127,662,000株 

 (2) 発行済株式の総数 42,270,915株（自己株式102,489株を除く｡） 

 (3) 株主数 4,088名

 (4) 大株主 
 

株    主    名 持 株 数 持 株 比 率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,492 千株 5.89 ％

森  明 信 2,209 5.22 

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 2,200 5.20 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,006 4.74 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,677 3.96 

株 式 会 社 メ タ ル ワ ン 1,500 3.54 

財 団 法 人 森 教 育 振 興 会 1,235 2.92 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,210 2.86 

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 1,008 2.38 

岩 谷 産 業 株 式 会 社 798 1.88 
 
(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 
     2. 持株比率は自己株式（102,489株）を控除して計算しております。 

 
 (5) 自己株式の取得 
 

  ・単元未満株式の買取りによる自己株式の取得 
    普通株式        6,855株 
    取得価額の総額    2,290,531円 
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3. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の氏名等 
 

地    位 氏    名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 森  宏 明  
専 務 取 締 役 濵 﨑 貞 信 社長補佐・管理部門担当 
常 務 取 締 役 高 橋 信 直 営業部門担当 
常 務 取 締 役 松 本 秀 彦 技術・製造部門担当 

  関東モリ工業株式会社 代表取締役社長 
取 締 役 森  信 司 モリ金属株式会社 代表取締役社長 

  株式会社シルベスト 代表取締役社長 
取 締 役 成 瀬  仁 西部・中部地区営業担当 

  モリ販売株式会社 代表取締役社長 
取 締 役 浅 野 弘 明 東京支店長 

  株式会社ニットク 代表取締役社長 
取 締 役 森  明 信 相談役 

  財団法人森教育振興会 理事長 
常 勤 監 査 役 辻 清  
監 査 役 森 島 憲 治 もりしま税理士事務所 所長 

  有限会社ＰＦＰよろず相談処 取締役社長 
  大幸薬品株式会社 社外監査役 

監 査 役 小 池 裕 樹 さくら法律事務所 代表弁護士 
  株式会社シード 社外監査役 

監 査 役 林  修 一 林公認会計士事務所 代表 
  株式会社トータル・プランニング・サービス 代表取締役社長 
  株式会社大阪第一食糧 社外取締役 
  大阪地下街株式会社 社外監査役 

 
(注) 1. 監査役 森島憲治、監査役 小池裕樹及び監査役 林 修一は、社外監査役であり、東京証券取

引所及び大阪証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 

     2. 監査役 森島憲治は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。 

     3. 監査役 林 修一は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。 

     4. 平成23年６月28日開催の第69期定時株主総会において、辻 清は新たに監査役に選任され就任い

たしました。 

   5. 平成23年６月28日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって、辻 清は辞任により取締役を退

任いたしました。 

   6. 平成23年６月28日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって、永山雅英は任期満了により常勤

監査役を退任いたしました。 

   7. 監査役 小池裕樹は、平成23年６月23日付にて株式会社シードの社外監査役に就任しております。  

   8. 監査役 林 修一は、平成23年６月21日付にて大阪地下街株式会社の社外監査役に、平成24年１

月31日付にて林公認会計士事務所の代表にそれぞれ就任しております。 

    9.  財団法人森教育振興会は、平成24年４月１日付にて公益財団法人森教育振興会に移行しておりま

す。 
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 (2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 
 

区     分 対 象 人 員 報  酬  額 

取  締  役 9 名 204 百万円

監  査  役 

（うち社外監査役） 

5 

( 3)
 

25 

(11) 
 

計 14  229  

(注) 1. 上記報酬等の総額には、第70期定時株主総会において決議予定の役員賞与金35百万円及び当事業

年度において計上した役員退職慰労引当金10百万円（取締役９名に対し７百万円、監査役５名に対

し２百万円（うち社外監査役に対し１百万円））を含んでおります。 

     2. 上記の対象人数には、平成23年６月28日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役１名及び監査役１名を含んでおります。 

3. 上記報酬等の総額のほか平成23年６月28日開催の第69期定時株主総会の決議に基づき、役員退職

慰労金を退任取締役１名に対し27百万円、退任監査役１名に対し18百万円、弔慰金を平成23年２月

10日に逝去された取締役１名に対し55百万円それぞれ支給しております。なお、この金額には過年

度の事業報告において開示した役員退職慰労引当金90百万円が含まれております。 

 

 (3) 社外役員に関する事項 
  ① 重要な兼職先と当社との関係 

 
区 分 氏 名 兼  職  状  況 

監 査 役 森 島 憲 治 

もりしま税理士事務所 所長 

有限会社ＰＦＰよろず相談処 取締役社長 

大幸薬品株式会社 社外監査役 

監 査 役 小 池 裕 樹 
さくら法律事務所 代表弁護士 

株式会社シード 社外監査役 

監 査 役 林  修 一 

林公認会計士事務所 代表 

株式会社トータル・プランニング・サービス 代表取締役社長

株式会社大阪第一食糧 社外取締役 

大阪地下街株式会社 社外監査役 
 

(注) 監査役 森島憲治、監査役 小池裕樹及び監査役 林 修一が兼職している他の法人等と当社の間に 

  重要な取引その他の関係はありません。 
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  ② 当事業年度における主な活動状況 

 
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 

監  査  役 森 島 憲 治 

当事業年度開催の取締役会７回のうち６回に出席し、ま

た当事業年度開催の監査役会15回のうち14回に出席し、

主に税理士としての専門的見地からの発言を行っており

ます。 

監  査  役 小 池 裕 樹 

当事業年度開催の取締役会７回全てに出席し、また当事

業年度開催の監査役会15回全てに出席し、主に弁護士と

しての専門的見地からの発言を行っております。 

監  査  役 林  修 一 

当事業年度開催の取締役会７回全てに出席し、また当事

業年度開催の監査役会15回全てに出席し、主に公認会計

士及び税理士としての専門的見地からの発言を行ってお

ります。 

 

4. 会計監査人に関する事項 

 (1) 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

区             分 報 酬 額 

①当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 31 百万円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31
 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づ 

  く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額 

  を記載しております。 

 

 (3) 非監査業務の内容 

   該当する事項はありません。 

 

 (4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。 

また、取締役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場

合、その他必要があると判断される場合には、監査役会の同意を得て、又は監査役会

の請求により、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提案いたしま

す。 
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5. 会社の体制及び方針 

   取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業

務の適正を確保するための体制 

 

   当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」に則り、以下の体制を確立 

しております。 

  １．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   （組織）監査役会が監査方針に基づいて監査する。 

   （規程）取締役会規則（細則等を含む）の見直しを行い、法令等との整合性が確保

されているかを確認し、必要な改定を行う。 

監査方針については、監査役会においてその見直しを行い監査の有効性が

確保されるかの確認と、必要な改定を行うよう要請する。 

   （方針）毎月の定例の報告会（取締役→監査役）を開催しているが、重要事項の決

定等を行う場合は、臨時に報告会を開催するなど取締役と監査役の意思疎

通をより円滑にする。 

  ２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   （組織）総務部（一部は経理部）にて保存・管理する。 

   （規程）社内規程（職務分掌規程）に基づいて行う。 

   （方針）法令等に規定されている文書等の保管は現状どおりで良いが、取締役会の

意思形成に重要な影響を及ぼすと考えられる資料等も保存・管理する。 

  ３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   （組織）管理部にて行い、管理部担当取締役が必要に応じ取締役会に報告する。 

   （規程）リスクをカテゴリー別に重要性の検証を行い、重要性の高いものについて

は個々に定めている規程を全社的なリスク管理規程として集大成し、重要

性の低いものについては、個々の担当部門で規程の見直しを行う。 

   （方針）リスクの重要性の判定は取締役会へ報告し、承認を得ることとする。 

  ４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   （組織）取締役会にて行う。 

   （規程）取締役会規則による。 

   （方針）定例の取締役会を開催しているが、必要に応じて随時開催する。 

  ５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   （組織）人事部にて行う。 

   （規程）社員ハンドブックには、就業規則をはじめ行動規範等の必要な事項は網羅

されている。法令等との整合性が確保されているかを確認し、必要な改定

を行う。 

   （方針）使用人が最低１年に１度は講習を受ける様に教育・啓蒙活動を活発化する

ことにより個人の能力開発や遵法精神の向上を図る。 
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  ６．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制 

   （組織）子会社の代表者は、当社取締役が兼務するか又は使用人を代表者とした場

合はその担当取締役を定め、当社取締役会の経営判断が的確に伝わるとと

もに当社取締役会に子会社の状況が報告される様にする。 

   （規程）取締役会決議に基づき、細則を定める。 

   （方針）子会社の業務遂行における判断基準となるべき指針は、当社の関係する業

務執行部門又は同種の業務の担当部門が作成又は承認し、担当取締役に報

告する。 

  ７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用 

   人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   （組織）監査室を活用する。 

   （規程）使用人の人事的処遇（昇級・昇格・賞罰・配置転換等）に関し、監査役会

の同意がなければ処遇できない旨の規程を整備し、取締役からの独立性の

確保を図るものとする。 

   （方針）監査室の役割を、内部監査と監査役会の補助として今後人員の充実を図り、

内部監査に関する規程を整備していく。 

  ８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関 

   する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  （全般） 

   （組織）取締役会および監査役会 

   （規程）取締役会規則および監査方針の見直し 

   （方針）毎月の定例の報告会（取締役→監査役）を開催しているが、重要事項の決

定等を行う場合は、臨時に報告会を開催するなど取締役と監査役の意思疎

通をより円滑にする。 

加えて、監査役会は会計監査人との決算報告会等を開催して現状認識の共

有化を図っているが、これを規程化し、又は外部ブレーン（弁護士等）を

独自の判断で活用できる様に規程を整備する。 

  （使用人が監査役に報告をするための体制） 

   （組織）監査役会（常勤監査役） 

   （規程）当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項（法令違反を含む）につい

て、使用人が直接監査役に報告できる規程を整備する。監査役会は当該案

件につき、監査室に補助をさせて直接当該案件を調査できる規程を整備す

る。 

   （方針）監査役に直接報告した使用人が、当該事実をもって不利益な取り扱いを受

けることがないことを明確にした規程の整備を行う。 
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連 結 貸 借 対 照 表

 
 (平成24年３月31日現在) (単位：百万円)
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

24,834 

2,076 

13,240 

8,931 

243 

378 

△  34 

17,126 

14,159 

3,681 

2,660 

170 

7,423 

16 

206 

17 

17 

2,949 

1,989 

3 

205 

764 

△  13 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

１年内返済予定の長期借入金 

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

リ ー ス 債 務 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

長期リース資産減損勘定 

そ の 他 

12,706 

8,277 

1,096 

384 

1,000 

3 

71 

355 

35 

1,482 

4,390 

1,825 

105 

13 

834 

368 

1,024 

219 

負 債 合 計 17,097 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

24,762 

7,360 

7,705 

9,731 

△  35 

101 

99 

2 

純 資 産 合 計 24,863 

資 産 合 計 41,961 負 債 純 資 産 合 計 41,961 
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連 結 損 益 計 算 書

 
 (平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)

(単位：百万円)
 

科          目 金          額 

売 上 高  40,568 

売 上 原 価  32,556 

売 上 総 利 益  8,012 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,240 

営 業 利 益  2,771 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

受 取 配 当 金 32  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 63  

そ の 他 48 144 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 67  

売 上 割 引 37  

そ の 他 17 122 

経 常 利 益  2,793 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 45  

賃 貸 借 契 約 解 約 損 57  

そ の 他 14 117 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,676 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  747 

法 人 税 等 調 整 額  195 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益  1,734 

当 期 純 利 益  1,734 
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連結株主資本等変動計算書
 

 (平成23年４月１日から平成24年３月31日まで) (単位：百万円)
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成23年４月１日残高 7,360 7,705 8,378 △     33 23,410

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当  △  380  △  380

当 期 純 利 益 1,734  1,734

自己株式の取得 △   2 △   2

連結会計年度中の変動額合計 ― － 1,353 △   2 1,351

平成24年３月31日残高 7,360 7,705 9,731 △   35 24,762

 
 
 

 
 

 
その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整
勘     定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平成23年４月１日残高 173 △   0 173 23,583 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当  ― △     380 

当 期 純 利 益 ― 1,734 

自己株式の取得 ― △       2 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△   74 2 △   71 △      71 

連結会計年度中の変動額合計 △   74 2 △     71 1,280 

平成24年３月31日残高 99 2 101 24,863 
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連 結 注 記 表

 
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

（計算書類作成のための基本となる事項の注記）  

 1. 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しております。なお、連結子会社はモリ金属株式会社、関東モリ工業 
 株式会社、株式会社ニットク、モリ販売株式会社及び株式会社シルベストの５社であります。 

 

 2. 持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法を適用した関連会社 

     １社 Auto Metal Company Limited 

 

  (2) 持分法を適用しない関連会社  

     １社 Mory Lohakit(Thailand)Company Limited 

          持分法を適用しない関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ 

    り、重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

 

 4. 会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有 価 証 券   

そ の 他 有 価 証 券  

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

② デ リ バ テ ィ ブ  時価法 

③ た な 卸 資 産  評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）によっております。 

商 品 移動平均法 

製 品 ・ 仕 掛 品 移動平均法 

原 材 料 主として移動平均法 

貯 蔵 品 最終仕入原価法 
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  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産   

建 物 定額法 

建 物 以 外 主として定率法 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物及び構築物         ３～60年 

  機械装置及び運搬具     主として14年 

② 無 形 固 定 資 産   

自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

上記以外の無形固定資産 定額法 

③ リ ー ス 資 産   

所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリ

ース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のも

のにつきましては、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金  売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金  従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

③ 役 員 賞 与 引 当 金  役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当連結会計年度に見合う額を計上

しております。 

④ 退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 
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  (4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   ① 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジによっております。 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たす

場合は特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金利息 

ヘ ッ ジ 方 針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 金利変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺

するものと想定されるため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は、有

効性の評価を省略しております。 

② 消費税等の処理方法 税抜方式を採用しております。 

 

 

 5. 追加情報 

  (1) 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための政策を実施する

ために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２

日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引き下げ及び

復興特別法人税の課税が行われることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来40.0％

となっておりましたが、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に

開始する連結会計年度までの期間に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27

年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.0％に

それぞれ変更されております。 

この税率変更により、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控

除した金額）が28百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が31百万円、

その他有価証券評価差額金が３百万円、それぞれ増加しております。 

 

  (2) 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び誤謬の訂正より、「会計上の変     

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平

成21年12月４日）を適用しております。 
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連結貸借対照表に関する注記 
1. 担保資産及び担保付債務  
 (1) 工場財団担保資産  
    建物及び構築物  874百万円
    機械装置及び運搬具  89百万円
    土地  2,204百万円

合計  3,167百万円
   対応債務  
    １年内返済予定の長期借入金  79百万円
    長期借入金  217百万円

合計  296百万円
  
 (2) 担保資産  
    投資有価証券  127百万円
   対応債務  
    １年内返済予定の長期借入金  93百万円
    長期借入金  138百万円

合計  231百万円
 

2. 有形固定資産の減価償却累計額  22,643百万円
    減価償却累計額には、減損損失累計額を含めております。 
 
連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 1. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 42,373,404 ― ― 42,373,404 
 
2. 剰余金の配当に関する事項 

   当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決  議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成23年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 211 5 
平成23年 
３月31日 

平成23年 
６月29日 

平成23年10月31日 
取締役会 

普通株式 169 4 
平成23年 
９月30日 

平成23年 
12月１日 

 
   当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 211 5 
平成24年 
３月31日 

平成24年
６月28日

 
 3. 新株予約権等に関する事項 

該当する事項はありません。 



― 21 ― 

金融商品に関する注記 
 1. 金融商品の状況に関する事項 
    営業債権である受取手形及び売掛金は、おおむね１年以内に決済されるものであり、顧客 
   の信用リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスク 

 に晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、おおむね半年以内の支払期日であります。借入金 

及び社債は、主に運転資金並びに設備投資に必要な資金の調達を目的としたものでありま 

す。これらの営業債務並びに借入金等の金銭債務は、流動性リスクに晒されております。な 

お、借入金の一部については、支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワ 

ップを利用しております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

 平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次 

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に 

は含めておりません（(注)2をご参照ください。）。 
 (単位：百万円)  

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 2,076 2,076 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 13,240 13,240 ― 

(3) 投資有価証券  

    その他有価証券 1,611 1,611 ― 

資産計 16,928 16,928 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 8,277 8,277 ― 

(2) 短期借入金 1,096 1,096 ― 

(3) １年内返済予定の長期借入金 384 384 ― 

(4) １年内償還予定の社債 1,000 1,000 ― 

(5) 長期借入金 1,825 1,814 △   11 

負債計 12,584 12,572 △   11 
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(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

①  その他有価証券 

(単位：百万円) 

区分 
連結決算日における

連結貸借対照表計上額
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
 

  株式 759 483 275 

  債券 16 14 1 

小計 775 498 277 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
 

  株式 776 931 △     154 

  債券 42 44 △       1 

  その他 16 19 △       3 

小計 835 995 △     160 

合計 1,611 1,494 117 

 
② 連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  当連結会計年度中の売却額は200百万円であり、売却益の合計額は０百万円であります。 

 

負債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) １年内返済予定の長期借入金、並びに(4) １年内償還予定

の社債 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(5) 長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。 
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(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 百万円

関係会社株式 362 

その他  16 

合計 378 

上記については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証

券」には含めておりません。 

 

(注) 3. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
(単位：百万円)  

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 2,076 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 13,240 ― ― ― 

投資有価証券     

  その他有価証券のうち満期があるもの(公社債) ― ― 16 42 

合計 15,316 ― 16 42 

 

(注) 4. 社債及び長期借入金等の連結決算日後の返済予定額 

(単位：百万円)  
 １年以内

１年超 
２年以内

２年超 
３年以内

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

１年内返済予定の長期借入金 384 ― ― ― ― ― 

１年内償還予定の社債 1,000 ― ― ― ― ― 

長期借入金 ― 314 711 ― 800 ― 

合計 1,384 314 711 ― 800 ― 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額  588円20銭

2. １株当たり当期純利益  41円02銭

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当する事項はありません。 
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貸 借 対 照 表

 
 (平成24年３月31日現在) (単位：百万円)
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

た な 卸 資 産 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

関係会社長期貸付金 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

24,886 

1,483 

4,747 

8,800 

8,201 

48 

225 

531 

972 

6 

△  130 

15,258 

11,228 

2,478 

321 

2,130 

4 

160 

5,937 

16 

179 

13 

13 

4,016 

1,626 

287 

0 

3 

1,197 

1 

44 

205 

431 

232 

△    12 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定の長期借入金 
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
設備関係支払手形 
未 払 消 費 税 等 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
資 産 除 去 債 務 
長期リース資産減損勘定 
そ の 他 

12,123 
2,650 
5,867 

550 
384 

1,000 
3 

182 
756 
34 
1 

27 
0 

288 
35 
92 
24 
223 

3,959 
1,825 

13 
583 
368 
115 

1,024 
29 

負 債 合 計 16,083 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 
自 己 株 式 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

23,962 
7,360 
7,705 
7,705 
8,932 

901 
8,030 
8,030 

△  35 
98 
98 

純 資 産 合 計 24,061 

資 産 合 計 40,144 負 債 純 資 産 合 計 40,144 
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損 益 計 算 書

 
 (平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)

(単位：百万円)
 

科          目 金          額 

売 上 高  40,160 

売 上 原 価  33,056 

売 上 総 利 益  7,104 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,651 

営 業 利 益  2,452 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 24  

受 取 配 当 金 32  

受 取 賃 貸 料 146  

そ の 他 46 250 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 40  

社 債 利 息 18  

売 上 割 引 37  

減 価 償 却 費 38  

不 動 産 賃 貸 費 用 45  

そ の 他 7 187 

経 常 利 益  2,515 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 15 15 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,499 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  671 

法 人 税 等 調 整 額  227 

当 期 純 利 益  1,601 
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株主資本等変動計算書

 
 (平成23年４月１日から平成24年３月31日まで) (単位：百万円)
 

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成23年４月１日残高 7,360 7,705 901 6,809 △    33 22,743

事業年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △   380  △   380

当 期 純 利 益  1,601  1,601

自己株式の取得  △   2 △   2

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 1,221 △     2 1,219

平成24年３月31日残高 7,360 7,705 901 8,030 △  35 23,962

 
 

 
 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算
差額等合計

平成23年４月１日残高 173 173 22,916

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当  ― △   380

当 期 純 利 益  ― 1,601

自己株式の取得  ― △     2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△    74 △    74 △    74

事業年度中の変動額合計 △    74 △    74 1,144

平成24年３月31日残高 98 98 24,061
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個 別 注 記 表

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（計算書類作成のための基本となる事項の注記）  

 1. 資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会 社 株 式  移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券   

時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

  
  (2) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法 

 

  (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）によっております。 
 

商 品  移動平均法 

製 品 ・ 仕 掛 品  移動平均法 

原 材 料  移動平均法 

貯 蔵 品  最終仕入原価法 

 
 
 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有 形 固 定 資 産   

建 物  定額法 

建 物 以 外  定率法 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物         ３～50年 

  機械及び装置   主として14年 

  
(2)  無 形 固 定 資 産  定額法 

  
(3)  リ ー ス 資 産   

 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリ

ース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のも

のにつきましては、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(4)  長 期 前 払 費 用  契約期間等により毎期均等償却 
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 3. 引当金の計上基準 

(1)  貸 倒 引 当 金  売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 

(2)  賞 与 引 当 金  従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

 

(3)  役 員 賞 与 引 当 金  役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当事業年度に見合う額を計上して

おります。 

 

(4)  退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）

による定額法により按分した額を、それぞれ翌事業

年度から費用処理することとしております。 

 

(5)  役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

   
 4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  (1) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法  繰延ヘッジによっております。 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たす

場合は特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金利息 

ヘ ッ ジ 方 針  借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法  金利変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺

するものと想定されるため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は、有

効性の評価を省略しております。 

 
(2)  消費税等の処理方法 税抜方式を採用しております。 
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 5. 追加情報 

   当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び誤謬の訂正より、「会計上の変    

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平

成21年12月４日）を適用しております。 
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貸借対照表に関する注記 

1. 担保に供している資産  
 (1) 工場財団担保資産  

    建物  873百万円

    構築物  0百万円

    機械及び装置  89百万円

    土地  2,204百万円

合計  3,167百万円

   対応債務  

    １年内返済予定の長期借入金  79百万円

    長期借入金  217百万円

合計  296百万円

  

 (2) 担保資産  

    投資有価証券  127百万円

   対応債務  

    １年内返済予定の長期借入金  93百万円

    長期借入金  138百万円

合計  231百万円

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額  19,508百万円

    減価償却累計額には、減損損失累計額を含めております。 

 

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   関係会社に対する短期金銭債権 2,226百万円

   関係会社に対する長期金銭債権 1,197百万円

   関係会社に対する短期金銭債務 348百万円

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 関係会社への売上高 2,977百万円

 関係会社からの仕入高及び外注加工高 2,091百万円

 関係会社との営業取引以外の取引高 181百万円
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株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式（株） 95,634 6,855 ― 102,489 

 (注) 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる取得であります。 

 

税効果会計に関する注記 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
   繰延税金資産 
    退職給付引当金 204百万円
    役員退職慰労引当金 128百万円
    子会社株式 938百万円
    賞与引当金 109百万円
    投資有価証券 48百万円
    減損損失 621百万円
    その他 152百万円

   繰延税金資産小計 2,203百万円
   評価性引当額 △  1,752百万円

 繰延税金資産合計 451百万円
   繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金 △     18百万円
    その他 △      3百万円

 繰延税金負債合計 △     21百万円

 繰延税金資産の純額 430百万円
 
(注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

    流動資産―繰延税金資産 225百万円

    固定資産―繰延税金資産 205百万円

 
 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、  

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 
   法定実効税率 40.0％
    (調整) 
    住民税均等割等 0.6％
    交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％
    評価性引当額の増減 △   7.8％
    税率の変更による増減 1.8％
    その他 0.2％
   税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.9％
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 3. 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法
律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための政策を実施するために必
要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、
平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引き下げ及び復興特別法人税の課税
が行われることとなりました。 

  これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来40.0％と
なっておりましたが、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する
事業年度までの期間に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開
始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.0％にそれぞれ変更されており
ます。 

  この税率変更により、当事業年度末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した
金額）が42百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が45百万円、その他有価証
券評価差額金が３百万円、それぞれ増加しております。 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残

高相当額                                
  機械及び装置  
   取得価額相当額 3,812百万円
   減価償却累計額相当額 1,966百万円
   減損損失累計額相当額  1,722百万円

    期末残高相当額 123百万円

 

2. 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高 
 (1) 未経過リース料期末残高相当額 
   １    年     内 254百万円
   １    年     超 1,188百万円

    合         計 1,443百万円

 (2) リース資産減損勘定期末残高  1,247百万円

 

3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
 (1) 支払リース料 78百万円
 (2) リース資産減損勘定の取崩額 226百万円
 (3) 減価償却費相当額 65百万円
 (4) 支払利息相当額 6百万円

 
 4. 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 
 5. 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法 
 については、利息法によっております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

 1. 子会社等 
 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容 

取引の内容
取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 
モリ金属
株式会社 

堺 市
美原区

340 

ステンレ
ス管及び
その加工
品の製造
並びに鋼
管の製造

所有 
直接 
100.0

兼任
２人

 
出向
２人

製品の加
工委託等

資金の貸付
 

貸付金の返済
 

利息の受取

930 
 
149 
 
10 

関 係 会 社
短期貸付金

 
関 係 会 社
長期貸付金

230 
 
 
725 

子会社 
関東モリ
工業株式
会社 

埼玉県
狭山市

340 

ステンレ
ス管及び
その加工
品の製造

所有 
間接 
100.0

兼任
２人
出向
２人

製品の加
工委託等

資金の貸付
 

貸付金の返済
 

利息の受取

135 
 
315 
 
14 

関 係 会 社
短期貸付金

 
関 係 会 社
長期貸付金

301 
 
 
472 

  取引金額及び取引条件の決定方針等 

1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、
担保は受け入れておりません。 

2. 貸付金の返済については、返済期間を定め分割返済としております。 
3. 上記以外の子会社との取引（製品の加工委託及び製・商品の仕入・販売）は、全て市場

価格に基づいて交渉の上決定しておりますので、記載を省略しております。 
 

 2. 役員及び個人主要株主等 

    該当する事項はありません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 569円22銭

2. １株当たり当期純利益 37円89銭

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当する事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成24年５月30日 
 
モ リ 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御 中 

 
新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中 川 一 之 ㊞

 
 

    

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大 谷 智 英 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、モリ工業株式会社の平成２３年４月
１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、モリ工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成24年５月30日 
 

モ リ 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御 中 

 
新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中 川 一 之  ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大 谷 智 英 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、モリ工業株式会社の平成
２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第７０期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類
及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類
及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の
目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属
明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 
 



― 36 ― 

監査役会の監査報告書 謄本 
 

監  査  報  告  書 
 
 

 当監査役会は、平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までの第 70 期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

1.  監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第 100 条第 1 項及び第 3 項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、

当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。 
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  2.  監査の結果     

(1)  事業報告等の監査結果 

    一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

    二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

    三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。 

(2)  計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3)  連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

                 

 

 

平成 24 年 5 月 31 日 

 

 

 
モリ工業株式会社 監査役会 

 
常勤監査役 辻     清 ㊞

社外監査役 森 島 憲 治 ㊞

社外監査役 小 池 裕 樹 ㊞

社外監査役 林   修 一 ㊞
     

以 上  
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

期末配当に関する事項 

当事業年度の期末配当につきましては、今後の事業展開及び経営環境を勘案い

たしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。 

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金５円 総額211,354,575円 

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成24年６月28日 

 

第２号議案 取締役９名選任の件 

本総会終結の時をもって取締役８名全員が任期満了となります。つきましては

経営陣の強化をはかるため１名増員し、取締役９名の選任をお願いいたしたいと

存じます。 

取締役候補者は次のとおりであります。 
  

候補者 
番 号 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

１ 

もり ひろ あき

森  宏 明 
昭和35年８月27日生 

昭和64年１月 当社入社 
平成２年４月 モリ金属株式会社 
       代表取締役社長 
平成２年６月 当社取締役 
平成６年６月 当社常務取締役 
平成８年６月 当社専務取締役 
平成８年７月 当社代表取締役専務 
平成12年６月 当社代表取締役社長（現任) 

420,918株 

２ 

はま さき さだ のぶ

濵 﨑 貞 信 
昭和27年１月12日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成３年４月 当社生産管理部長 

平成７年７月 当社資材部長 

平成８年６月 当社取締役 

平成18年６月 当社常務取締役 

平成23年４月 当社専務取締役（現任） 

〈担当〉 

社長補佐・管理部門担当 

30,000株 



― 39 ― 

 

候補者 
番 号 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

３ 

たか はし のぶ なお

高 橋 信 直 
昭和22年２月８日生 

昭和48年３月 当社入社 

昭和60年10月 当社ステンレス営業部長 

平成６年10月 当社東京支店長 

平成７年６月 当社取締役 

平成11年10月 当社常務取締役（現任) 

平成19年４月 モリ販売株式会社 

       代表取締役社長 

〈担当〉 

営業部門担当 

27,000株 

４ 

まつ もと ひで ひこ

松 本 秀 彦 
昭和28年８月26日生 

平成９年４月 当社入社 

平成11年４月 当社第二製造部長 

平成14年２月 当社水海道工場長 

平成15年６月 当社取締役 

平成23年２月 関東モリ工業株式会社 

       代表取締役社長（現任） 

平成23年４月 当社常務取締役（現任） 

〈担当〉 

技術・製造部門担当 

〈重要な兼職の状況〉 

関東モリ工業株式会社 代表取締役社長 

11,000株 

５ 

もり しん じ

森  信 司 
昭和39年１月27日生 

昭和63年４月 当社入社 

平成７年10月 当社第二製造部長 

平成９年４月 モリ金属株式会社 

       代表取締役社長（現任) 

平成12年３月 当社退社 

平成13年６月 当社取締役（現任) 

平成17年７月 モリ販売株式会社 

       代表取締役社長 

平成19年４月 株式会社シルベスト 

       代表取締役社長（現任) 

〈重要な兼職の状況〉 

モリ金属株式会社 代表取締役社長 

株式会社シルベスト 代表取締役社長 

189,000株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

６ 

なる せ ひとし

成 瀬  仁 
昭和27年１月18日生 

昭和56年１月 当社入社 

平成10年６月 当社大阪建材部長 

平成18年１月 当社ステンレス営業部長 

平成18年６月 当社取締役（現任) 

平成23年４月 モリ販売株式会社 

       代表取締役社長（現任）  

〈担当〉 

西部・中部地区営業担当 

〈重要な兼職の状況〉 

モリ販売株式会社 代表取締役社長 

12,000株 

７ 

あさ の ひろ あき

浅 野 弘 明 
昭和30年３月６日生 

昭和55年２月 当社入社 

平成８年４月 当社東京支店ステンレス部 

       長 

平成16年６月 株式会社ニットク 

       代表取締役社長（現任） 

平成16年７月 当社東京支店長（現任） 

平成22年６月 当社取締役（現任) 

〈担当〉 

東京支店長 

〈重要な兼職の状況〉 

株式会社ニットク 代表取締役社長 

11,000株 

８ 

もり あき のぶ

森  明 信 
昭和６年８月１日生 

昭和32年５月 当社入社 

昭和36年１月 当社取締役 

昭和38年１月 当社専務取締役 

昭和40年１月 当社代表取締役社長 

平成３年６月 財団法人森教育振興会（現 

       公益財団法人森教育振興会） 

       理事長（現任） 

平成12年６月 当社代表取締役会長 

平成16年６月 当社取締役会長 

平成18年６月 当社取締役相談役（現任) 

〈重要な兼職の状況〉 

公益財団法人森教育振興会 理事長 

2,209,520株 

９ 

※ 
なか にし まさ と 

中 西 正 人 

昭和32年５月３日生 

昭和56年４月 当社入社 

平成12年８月 当社財務部長 

平成23年７月 当社総務部長(現任） 

7,000株 

(注)1. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。 

  2.  ※印は、新任取締役候補者であります。 
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第３号議案 監査役１名選任の件 

本総会終結の時をもって監査役林 修一氏が任期満了となりますので、監査役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は次のとおりであります。 
 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当社 
の 株 式 の 数 

はやし  しゅう いち 

林  修 一 
昭和45年11月25日生 

平成18年５月 公認会計士登録 

平成18年10月 公認会計士・税理士林恭造事務所 

       入所 

平成19年４月 税理士登録 

平成20年３月 株式会社トータル・プランニング・ 

       サービス 代表取締役社長（現任） 

平成20年６月 当社監査役（現任） 

平成21年６月  株式会社大阪第一食糧 社外取締役 

              （現任） 

平成23年６月 大阪地下街株式会社 社外監査役 

       （現任） 

平成24年１月 林公認会計士事務所 代表（現任） 

〈重要な兼職の状況〉 

林公認会計士事務所 代表 

株式会社トータル・プランニング・サービス代表取締役社長 

株式会社大阪第一食糧 社外取締役 

大阪地下街株式会社 社外監査役 

―株 

 
(注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

   2. 林 修一氏は、社外監査役候補者であります。 

   3. 林 修一氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験等を

監査役に就任された場合に当社の監査体制にいかしていただくため、社外監査役として選任をお願いする

ものであります。    

     なお、同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年となります。 

   4.  当社は、林 修一氏を東京証券取引所及び大阪証券取引所に独立役員として届け出ており、同氏が監査

役に再任され就任した場合には、同氏は引き続き独立役員となる予定であります。 

         

第４号議案 役員賞与の支給の件 

 当事業年度末時点の取締役８名に対し、当事業年度の業績などを勘案して、役

員賞与総額35,000,000円を支給することといたしたいと存じます。 

 

以 上 

 



― 42 ― 

メ    モ 
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メ    モ 
 

 

 

 



 

 

株主総会会場ご案内略図 
 

 

 

1. 南海高野線難波駅から千代田駅の乗車時間は、急行・区間急行で約35分です。 

 なお、急行をご利用の場合は、北野田駅又は金剛駅にて各停にお乗り換えくだ 

 さい。 

2. 千代田駅から株主総会会場までは徒歩約３分です。 


